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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第183期

第２四半期連結累計期間
第184期

第２四半期連結累計期間
第183期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高（百万円） 38,654 34,553 85,166

経常利益（百万円） 2,577 1,253 6,232

四半期（当期）純利益（百万円） 1,343 691 4,469

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
1,191 184 5,205

純資産額（百万円） 50,625 54,098 54,276

総資産額（百万円） 112,560 125,495 123,192

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
9.30 4.79 30.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 44.9 43.1 44.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
6,083 △1,793 14,289

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,767 △2,622 △2,934

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△453 △4,894 △848

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
15,699 13,034 22,267

　

回次
第183期

第２四半期連結会計期間
第184期

第２四半期連結会計期間

会計期間
自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
1.77 2.65

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(１) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、東日本大震災からの復興需要などにより、設備投資や雇用などに緩

やかな持ち直しの動きが見られますが、先行きは欧州債務危機問題の世界経済への悪影響が懸念されます。

　このような経営環境のもと、当第２四半期連結累計期間の当社グループの売上は、鉄道車両の売上が減少したこ

となどから、前年同四半期比１０.６％減少の３４５億５３百万円となりました。利益面につきましては、営業利

益は５１.０％減少の１２億４２百万円、経常利益は５１.４％減少の１２億５３百万円、四半期純利益は

４８.５％減少の６億９１百万円となりました。

　セグメント別状況は以下のとおりであります。

①鉄道車両事業

　ＪＲ東海向けＮ７００Ａ新幹線電車のほか、名古屋鉄道、名古屋市交通局向け電車などを納入しましたが、当連

結会計年度は第３四半期以降に売上が集中する見込みであるため、売上高は１０３億９６百万円と前年同四半期比

４５.１％減少となりました。

②輸送用機器・鉄構事業

　輸送用機器におきましては、コンテナ貨車や石灰石ホッパ貨車などの売上があったほか、ディーゼル機関車でま

とまった売上があり、売上高は５９億４４百万円と前年同四半期比１５.３％増加となりました。

　鉄構におきましては、工事進行基準案件として中部地方整備局向け八ッ溝高架橋、堀越西高架橋、東北地方整備

局向け釈迦内跨線橋、近畿地方整備局向け土井川橋、千葉県向け北千葉道路２号橋などのほか、架設工事として六

番町跨線橋、宮下川跨線橋などの売上があり、売上高は４５億３百万円となり、前年同四半期比３４.６％増加し

ました。

　以上の結果、輸送用機器・鉄構事業の売上高は１０４億４７百万円と前年同四半期比２２.９％増加となりまし

た。

③建設機械事業

　建設機械におきましては、国内向けで大型杭打機や小型杭打機などの売上があったほか、アジアその他の海外向

けでは大型杭打機などを輸出しました。

　発電機につきましては、電力不足懸念による非常用発電装置などの需要があり、売上が増加しました。

　以上の結果、建設機械事業の売上高は９０億４百万円と前年同四半期比２０.７％増加となりました。

④その他

　ＪＲ東海向けリニア用機械設備やリニア用保守用車のほか、各地のＪＡ向け営農プラントの改修工事および家庭

紙メーカー向け製紙関連設備、レーザ加工機などの売上に加えて、ゴルフ場収入、鉄道グッズ販売などがありまし

た。

　以上の結果、その他の売上高は４７億４百万円と前年同四半期比２５.８％増加となりました。
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(２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、１３０億３４百万円（前年

同四半期は１５６億９９百万円）となりました。　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は１７億９３百万円（前年同四半期は６０億８３百万円の獲得）となりました。

これは、主に前年同四半期に比べ当第２四半期連結累計期間において、鉄道車両を中心に受注案件の棚卸資産の

取得のための資金の使用が多いことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は２６億２２百万円（前年同四半期は１７億６７百万円の使用）となりました。

これは、主に前年同四半期に比べ当第２四半期連結累計期間において、米国子会社における鉄道車両組立工場建

設に伴い有形固定資産の取得による資金の使用が多いことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は４８億９４百万円（前年同四半期は４億５３百万円の使用）となりました。こ

れは、主に当第２四半期連結累計期間において社債を償還したことによるものであります。

　

(３）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(４）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は８億３６百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(５）従業員数

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループは米国イリノイ州において鉄道車両組立工場の操業を開始し

ました。これに伴う現地従業員の採用などにより鉄道車両事業の従業員数が増加し、当第２四半期連結会計期間末

日現在の当社グループの従業員数は、2,283名（このほか臨時従業員数は485名）となりました。
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(６) 生産、受注及び販売の実績　

①生産実績

　当第２四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
　　至　平成24年９月30日）

前年同四半期比（％）

鉄道車両事業（百万円） 23,515 ＋13.5

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 9,891 ＋17.9

建設機械事業（百万円） 7,907 ＋8.7

その他（百万円） 4,615 ＋25.7

合計（百万円） 45,930 ＋14.7

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．金額は、販売価格によっております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

②受注状況

　当第２四半期連結累計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

鉄道車両事業 5,665 △51.8 144,005 ＋4.5

輸送用機器・鉄構事業 7,045 △24.8 12,133 △24.2

建設機械事業 8,644 ＋18.0 1,275 △25.6

その他 5,914 ＋14.8 5,260 △0.5

合計 27,269 △18.9 162,675 ＋1.2

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

③販売実績

　当第２四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
　　至　平成24年９月30日）　

前年同四半期比（％）

鉄道車両事業（百万円） 10,396 △45.1

輸送用機器・鉄構事業（百万円） 10,447 ＋22.9

建設機械事業（百万円） 9,004 ＋20.7

その他（百万円） 4,704 ＋25.8

合計（百万円） 34,553 △10.6

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
　　至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
　　至　平成24年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

東海旅客鉄道（株） 17,180 44.4 7,411 21.5

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

日本車輌製造株式会社(E02134)

四半期報告書

 5/22



(７）主要な設備　

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設等について、当第２四半期連結累計期間の主な変動

は、次のとおりです。

①主要な設備の新設

　当第２四半期連結累計期間に新たに確定した主要な設備の新設計画は、次のとおりです。

会社名

事業所名
所在地

セグメン

トの名称
設備の内容

投資予定金額

（百万円）
着手及び完了予定 投資の

目的等
総額 既支払額 着手 完了

日本車輌製造㈱

鳴海製作所

名古屋市

緑区　
建設機械

大型五面

加工機
200　 －　 H24.10　H25.11　

生産能力

の確保　　

　

②主要な設備計画の完了

　前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当第２四半期連結累計期間に完了したものは次のとおりです。

会社名
事業所名　

所在地 セグメントの名称 設備の内容
完了及び
稼働

完成後の
増加能力　

NIPPON SHARYO

U.S.A.,INC.　

米国

イリノイ州　
鉄道車両 鉄道車両組立工場 H24.7 生産能力向上　

　　

(８）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グル－プを取り巻く事業環境として、鉄道車両事業では、国内市場については新幹線を中心に一定の需要が見

込まれますが、社会の少子高齢化の影響もあり中長期的には市場の拡張性が乏しいと見られます。当社グループと

いたしましては、上記の状況を踏まえ、競争力強化のため技術提案力と生産性の向上に注力するとともに、海外案件

の継続的な獲得を企図し、米国イリノイ州に鉄道車両組立工場を建設して、本年7月より北米向け鉄道車両の生産を

開始しております。現地一貫事業体制を構築することにより、メインターゲットの一つである北米市場でのプレゼ

ンス強化に努めてまいります。この他、台湾および東南アジアを中心に、為替変動リスクに十分な配慮をしつつ、各

地のニーズに応える提案型営業活動を推進いたします。

　輸送用機器・鉄構事業において、輸送用機器では、設備投資の抑制基調から厳しい受注環境にありますが、市場

ニーズを捉えた製品提案による受注確保に努めてまいります。また、需要減少に直面している鉄構では、技術提案力

の強化による受注確保とコスト低減に努めるとともに周辺事業の営業展開を進めてまいります。

　建設機械事業およびその他においても、公共工事および民間設備投資の低迷から厳しい環境が続いておりますが、

海外市場を含めたきめ細かい営業活動と市場変動に応じた生産の最適化・効率化による収益確保に努めてまいり

ます。

　なお、当社グル－プの主要製品は鉄道車両や橋梁を始めとして受注生産が多くを占め、それぞれの受注単位も比較

的大きいことから、各年度の製造ないし売上の製品構成が大きく変化いたします。そのため、操業度の平準化や製品

毎に異なる仕様への効率的な対応が恒常的な課題となります。また、受注から納入まで時間を要する案件が多いた

め、鋼材等原材料の需給状況や価格変動が経営成績に大きく影響いたします。従って、当社グループといたしまして

は、原材料の適時調達や歩留まり向上、材質の変更等を進めてコスト上昇の抑制に努めてまいります。

　

(９）財務政策

　当社グループは、健全な財務バランスを保ちつつ、事業活動に必要な資金の安定的な確保および流動性の維持に努

めております。また、当社は親会社が運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参画しておりま

す。資金調達について、設備投資資金は内部資金および金融機関からの長期借入金ならびに社債で調達し、運転資金

は内部資金およびＣＭＳからの短期借入金で調達しております。流動性については、資金計画に基づき想定される

需要に十分対応できる資金を確保しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 328,000,000

計 328,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月７日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 146,750,129 146,750,129

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 146,750,129 146,750,129 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成24年７月１日～

平成24年９月30日
― 146,750 ― 11,810 ― 12,038
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東海旅客鉄道（株） 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 73,522 50.10

日本トラスティ・サービス

信託銀行(株)（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,545 1.73

日本マスタートラスト

信託銀行(株)（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,175 1.48

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,022 1.37

三井住友信託銀行(株)

東京都中央区晴海一丁目８番11号

（常任代理人日本トラスティ・サービス信託銀

行(株)）

1,683 1.14

日本生命保険（相） 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,620 1.10

日本車輌従業員持株会 名古屋市熱田区三本松町１番１号 1,551 1.05

(株)横浜銀行
東京都中央区晴海一丁目８番12号

（常任代理人資産管理サービス信託銀行(株)）
1,201 0.81

日本トラスティ・サービス

信託銀行(株)(信託口４)　
東京都中央区晴海一丁目８番11号　 979 0.66

第一生命保険（株）
東京都中央区晴海一丁目８番12号

（常任代理人資産管理サービス信託銀行(株)）
810 0.55

計 ― 88,108 60.04

　（注）１.上記のほか、自己株式が2,333千株あります。

        ２.上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式は次のとおりであります。

   日本トラスティ・サービス信託銀行(株)（信託口）　  2,545千株

   日本マスタートラスト信託銀行(株)（信託口）　　 　 2,175千株

   日本トラスティ・サービス信託銀行(株)（信託口４）    979千株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）　

普通株式   2,333,000

（相互保有株式）

普通株式      16,000

　

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 143,453,000 143,453 ―

単元未満株式 普通株式 　  948,129 ― ―

発行済株式総数 146,750,129 ― ―

総株主の議決権 ― 143,453 ―

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式404株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本車輌製造㈱

名古屋市熱田区三本

松町１番１号
2,333,000 － 2,333,000 1.59

（相互保有株式）

日泰サービス㈱

千葉県船橋市金杉

八丁目11番２号
3,000 13,000 16,000 0.01

計 ― 2,336,000 13,000 2,349,000 1.60

　（注）　日泰サービス(株)は、当社の取引先会社で構成される持株会（サービス工場持株会　名古屋市熱田区三本松町１

番１号）に加入しており、同持株会名義で当社株式13,000株を所有しております。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,541 6,227

受取手形及び売掛金 ※3
 20,086

※3
 15,863

商品及び製品 1,959 1,798

半製品 1,275 1,262

仕掛品 20,855 33,580

原材料及び貯蔵品 1,407 2,721

その他 22,184 13,609

貸倒引当金 △41 △33

流動資産合計 73,268 75,030

固定資産

有形固定資産

土地 17,147 17,157

その他（純額） 15,540 17,023

有形固定資産合計 32,687 34,180

無形固定資産 417 496

投資その他の資産

投資有価証券 13,759 13,045

その他 3,133 2,811

貸倒引当金 △73 △68

投資その他の資産合計 16,818 15,788

固定資産合計 49,924 50,465

資産合計 123,192 125,495

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 9,344

※3
 12,366

電子記録債務 8,474 10,457

短期借入金 470 470

1年内償還予定の社債 10,000 5,500

未払法人税等 2,158 132

前受金 18,918 23,271

賞与引当金 1,728 1,721

工事損失引当金 11 180

受注損失引当金 108 112

その他 ※3
 5,473 5,609

流動負債合計 56,686 59,821

固定負債

長期借入金 62 50

引当金 686 701

その他 11,480 10,824

固定負債合計 12,229 11,575

負債合計 68,916 71,396
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 11,810 11,810

資本剰余金 12,045 12,045

利益剰余金 27,829 28,160

自己株式 △488 △490

株主資本合計 51,197 51,526

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,070 2,629

繰延ヘッジ損益 34 △38

為替換算調整勘定 △75 △73

その他の包括利益累計額合計 3,029 2,517

少数株主持分 50 54

純資産合計 54,276 54,098

負債純資産合計 123,192 125,495
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 38,654 34,553

売上原価 32,982 29,810

売上総利益 5,672 4,743

販売費及び一般管理費 ※
 3,137

※
 3,500

営業利益 2,534 1,242

営業外収益

受取利息 16 31

受取配当金 134 128

持分法による投資利益 7 5

その他 59 90

営業外収益合計 218 255

営業外費用

支払利息 91 86

その他 84 157

営業外費用合計 175 244

経常利益 2,577 1,253

特別利益

固定資産売却益 0 2

投資有価証券売却益 － 113

特別利益合計 0 116

特別損失

固定資産除売却損 45 71

減損損失 4 1

投資有価証券評価損 126 47

特別損失合計 176 120

税金等調整前四半期純利益 2,401 1,249

法人税等 1,052 552

少数株主損益調整前四半期純利益 1,348 696

少数株主利益 4 4

四半期純利益 1,343 691
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,348 696

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △19 △441

繰延ヘッジ損益 △69 △72

為替換算調整勘定 △68 1

その他の包括利益合計 △157 △511

四半期包括利益 1,191 184

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,186 180

少数株主に係る四半期包括利益 4 4
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,401 1,249

減価償却費 1,366 1,224

減損損失 4 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16 △13

賞与引当金の増減額（△は減少） △41 △7

工事損失引当金の増減額（△は減少） 14 168

受注損失引当金の増減額（△は減少） 367 4

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11 10

石綿健康被害補償引当金の増減額（△は減少） 41 5

受取利息及び受取配当金 △150 △159

支払利息 91 86

持分法による投資損益（△は益） △7 △5

投資有価証券売却損益（△は益） － △113

投資有価証券評価損益（△は益） 126 47

有形固定資産除売却損益（△は益） 5 22

売上債権の増減額（△は増加） 6,032 4,225

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,763 △13,859

仕入債務の増減額（△は減少） △1,376 5,003

前受金の増減額（△は減少） 5,676 4,203

前払年金費用の増減額（△は増加） 75 76

その他 △3,561 △1,694

小計 8,298 476

利息及び配当金の受取額 150 158

利息の支払額 △91 △90

法人税等の支払額 △2,273 △2,338

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,083 △1,793

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △50 △50

有形固定資産の取得による支出 △1,689 △2,582

有形固定資産の売却による収入 9 6

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 － 117

その他 △35 △113

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,767 △2,622
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △12 △12

社債の償還による支出 － △4,500

配当金の支払額 △360 △361

その他 △80 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー △453 △4,894

現金及び現金同等物に係る換算差額 △17 79

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,845 △9,232

現金及び現金同等物の期首残高 11,419 22,267

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 433 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 15,699

※
 13,034
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。これによる損益への

影響は軽微であります。　

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１  偶発債務

当社は取引先の債務を保証しております。リース会社等の有する割賦販売未収入金、リース債権等の残価保証額

は以下のとおりであります。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

興銀リース㈱ 374百万円 興銀リース㈱ 298百万円

昭和リース㈱ 329 東京センチュリーリース㈱ 229

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 246 三井住友ファイナンス＆リース㈱ 160

東京センチュリーリース㈱ 69 昭和リース㈱ 156

東銀リース㈱ 48 東銀リース㈱ 38

その他 7 その他 5

計 1,076 計 887

 

２  受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

受取手形割引高 129百万円 74百万円

 

　※３　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

第２四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連

結会計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

受取手形 427百万円 325百万円

支払手形 227 467

設備支払手形（流動負債「その他」） 1 －

　

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主な費目および内訳

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

給料賞与手当 1,432百万円 1,488百万円

 (うち賞与引当金繰入額） （345） (351)

退職給付費用 147 135

石綿健康被害補償引当金繰入額 43 20
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 3,892百万円 6,227百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △150 △200

流動資産の「その他」に含まれる

短期貸付金（注）
11,956 7,007

現金及び現金同等物 15,699 13,034

　 （注）親会社（東海旅客鉄道㈱）がグループ各社に提供するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による

         ものであります。

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 361 2.5平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月28日

取締役会
普通株式 361 2.5平成23年９月30日平成23年12月５日利益剰余金

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 361 2.5平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月26日

取締役会
普通株式 361 2.5平成24年９月30日平成24年12月４日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

鉄道車両

事業

輸送用機器

・鉄構事業

建設機械

事業

売上高        

外部顧客への売上高 18,953 8,499 7,460 3,740 38,654 － 38,654

セグメント間の内部売上高又

は振替高
57 1 0 332 391 △391 －

計 19,011 8,500 7,461 4,072 39,046 △391 38,654

セグメント利益 1,580 310 834 206 2,932 △397 2,534

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プラ

ント、製紙関連設備などの製造・販売、鋳鍛製品の製造・販売、不動産賃貸、ゴルフ場経営などを含んで

おります。

２．セグメント利益の調整額には、全社費用△395百万円、棚卸資産の調整額△6百万円およびセグメント

間取引消去5百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

鉄道車両

事業

輸送用機器

・鉄構事業

建設機械

事業

売上高        

外部顧客への売上高 10,39610,447 9,004 4,704 34,553 － 34,553

セグメント間の内部売上高又

は振替高
27 294 137 397 857 △857 －

計 10,42310,742 9,142 5,102 35,410 △857 34,553

セグメント利益 30 170 1,220 375 1,797 △554 1,242

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プラ

ント、製紙関連設備などの製造・販売、鋳鍛製品の製造・販売、不動産賃貸、ゴルフ場経営などを含んで

おります。

２．セグメント利益の調整額には、全社費用△522百万円、棚卸資産の調整額△40百万円およびセグメント

間取引消去5百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 9.30円 4.79円

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（百万円） 1,343 691

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,343 691

普通株式の期中平均株式数（千株） 144,433 144,413

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

平成24年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………361百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………２円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月４日

（注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

　 平成２４年１１月６日

日本車輌製造株式会社 　

取締役会御中 　

　　 有限責任監査法人　ト ー マ ツ　

　 　 　 　　 　

 
　
　
　

指定有限責任社員

　

業務執行社員
 公認会計士 平野　善得

　 　 　 　　 　

 
　
　
　

指定有限責任社員

　

業務執行社員
 公認会計士 水野　裕之　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る日本車輌製造株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第２四
半期連結会計期間（平成２４年７月１日から平成２４年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間
（平成２４年４月１日から平成２４年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連
結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算
書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠し
て四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して
実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて
限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に
公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本車輌製造株式会社及び連結子会
社の平成２４年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営
成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお
いて認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以上
　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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